
  

様式第６（第９条関係） 

地 域 貢 献 活 動 実 施 状 況 報 告 書（令和６年度分） 

                                                        令和７年５月２２日 

  愛知県知事 殿 

                                       上新電機株式会社 

代表取締役 金谷 隆平 

住  所 大阪市浪速区日本橋西一丁目 6番 5号 

                                 

 商業者等による地域貢献活動の推進に関する条例第 14条第１項の規定により、次のとおり報

告します。 

１ 店舗の概要 

大 規 模 小 売 店 舗 の 名 称 ジョーシン半田店 

大 規 模 小 売 店 舗 の 所 在 地 愛知県半田市浜田町三丁目８番１号 外１筆 

 

２ 地域貢献活動の実施に関する方針及び計画の期間 

地 域 貢 献 活 動 の 

実 施 に 関 す る 方 針 

上新電機は、地域に密着した企業として、「地域貢献」に努め

てまいります。また、「愛」「まごころサービス」をモットー

に、地域社会のお役に立てるよう多様化する時代のニーズに即

した便利さと、お買い物の楽しさを提供する「感動がある商品

提案のできる」店舗作りに努力してまいります。 

計 画 の 期 間 令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

３ 地域貢献活動の実施状況 

項目 細  目 地域貢献活動内容 実施時期 回数等 

１地域づくりの取組

への協力 

①市町村が進める地域づ

くりへの協力 

・要望があれば地元自治会へ加入します。 随時 要望無し 

 ②商工会議所・商工会・商

店街振興組合等への加

入 

・適正会費を協議のうえ商工会、商店街振

興組合いずれかへの加入をいたします。 

加入済み － 

 ③祭りや各種行事を実施

する自治会等への協力 

・自治会が主体となる行事に協力します。 協力要請発

生時 

要請無し 

 ④地域特産品の積極的な

ＰＲと販売促進 

・地元生産者の要望があれば駐車場等をイ

ベント的に活用して頂きます。 

協力要請発

生時 

要請無し 

 ⑤地産地消に向けた取組

への協力 

・要望があれば地産地消のイベント等の場

所の提供を行います。 

協力要請発

生時 

要請無し 

２地域雇用確保への

協力 

①地域及び県内からの雇

用の促進 

・正社員、パートタイマーを地元及びその

周辺から優先採用します。 

地元採用を

重点的に実

施 

現在募集無

し 

 ②安定的雇用の確保 ・パートタイマーからの社員登用を行いま

す。 

登用制度あ

り 

今年度登用

実績なし 

 



  

 ③障害者雇用の促進 ・法定雇用率を遵守し、障害者雇用を促進

します。 

採用時実施 今年度採用

実績なし 

 ④高齢者雇用の促進 ・『改正高年齢者雇用安定法』に基づく雇

用を行うとともに、就業の機会を創出

し、高齢者の雇用を促進します。 

採用時実施 今年度採用

実績なし 

 ⑤少子化対策・男女共同参

画の推進 

・『改正育児・介護休業法』の周知を行い、

取得出来る環境を整えます。 

毎日 毎日 

 ⑥その他地域雇用確保等

への協力 

・インターンシップ制度による大学生の受

入を行います。 

・中学校からの要望による、中学生の職業

体験の実施 

要望時実施 要請無し 

３防犯・青少年非行

防止対策の推進 

①店舗内及び敷地内にお

ける防犯対策の実施 

・見通しを確保した商品陳列を行います。 毎日  毎日 

 

  ・店内に防犯カメラ･防犯装置を設置しま

す。 

毎日  毎日 

  ・駐車場内に防犯カメラを設置し、かつ、

営業時間内に従業員による定期的な巡

回を実施します。 

毎日 毎日 

 ②深夜営業や営業時間外

の防犯・青少年の非行防

止対策の実施 

・営業時間外は駐車場を施錠し閉鎖しま

す。 

毎日 毎日 

 

 ③緊急通報体制の確立 ・警察への通報要領の策定、緊急通報体制

の確立をします。 

毎日 毎日 

 ④その他防犯等への協力 ・自治会の防犯活動に協力します。 随時 要請無し 

４地域防災への協力 ①災害時の避難場所等の

提供、地域との連携 

・災害時一時避難場所として駐車場敷地を

提供します。 

発生時 今年度発生

無し 

 ②緊急時の物資の提供 ・行政と協議を行い、救援用機材や生活必

需品を災害時の生活物資として供給しま

す。 

・非常時の飲料水・乾物等の備蓄をしてい

ます。 

発生時 今年度発生

無し 

 ③災害等発生時における

ボランティア活動への

取組 

・自治会と連携したボランティア活動を行

います。 

発生時 今年度発生

無し 

 ④防災訓練等への参加・協

力 

・自治会と連携し、参加、協力します。 実施時 

 

要請無し 

 ⑤その他地域防災への協

力 

・自治会の取り組みに参加協力します。 実施時 要請無し 

５ユニバーサルデザ

イン対策等の推進 

①ユニバーサルデザイン

の導入 

・店内のバリアフリー化、身障者用トイレ、

車いす専用駐車場、点字ブロックの設置

など「ハートビル法」に準拠した店づく

りを推進します。 

毎日 実施済み 

毎日 

 

６環境対策の推進 ①ヒートアイランド・地球

温暖化対策の実施 

・緑化駐車場等の地球温暖化対策を実施し

ます。 

毎日 実施済み 

毎日 

  ・駐車場内でのアイドリングストップの呼

びかけをします（看板設置）。 

毎日 実施済み 

毎日 

 ②「ノーレジ袋」・トレイ

削減、包装の簡素化等、

廃棄物抑制対策の実施、

リサイクル対策の実施 

・資材等の搬入は通い箱（オリコン）使用

を基本とし、廃棄物抑制に努めます。 

毎日 実施済み 

毎日 

  ・物品販売時に簡易包装を行います。 毎日 実施済み 

毎日 

  ・家電４品目、使用済みの充電式電池・携

帯電話の回収を行います。 

毎日 実施済み 

毎日 

 ③環境美化対策の実施・協

力 

・敷地周辺の清掃を行います。 毎日 毎日 

実施済み 



  

 ④省エネルギー対策の実

施 

・建物内照明器具に LED その他の省電力型

器具を導入します。 

毎日 毎日 

実施済み 

  ・駐車場照明・建物外部照明は季節毎に時

間設定を行います。 

毎日 毎日 

実施済み 

  ・店内空調温度の省エネ管理を行います。 毎日 毎日 

実施済み 

 ⑤ＩＳＯ１４００１の認

証取得 

・平成 12 年に上新電機(株)本社ビルが認

証取得（C99J1212）。環境マネジメント

システムを全社で推進しています。 

平成 12 年～

継続 

毎日 

実施済み 

 ⑥公共交通機関の利用促

進 

・チラシ等で公共交通機関での来店を促進

します。 

適宜作成・投

函 

毎回 

実施済み 

 ⑦その他環境対策に関す

る取組 

・環境配慮型商品販売を積極的に促進しま

す。 

毎日 毎日 

実施済み 

  ・グリーン購入の促進、業務活動での再生

紙利用等、省資源活動を行います。 

毎日 毎日 

実施済み 

７核テナント撤退や

店舗閉鎖時の対策 

①早期の情報開示・提供 ・各関係先へ早期の情報開示・提供を行い

ます。 

撤退時 発生無し 

②後継店の確保 ・迅速に後継店を確保します。 撤退時 発生無し 

 ・自社にて業態変更も検討します。 撤退時 発生無し 

③従業員の雇用の確保 ・本人の希望により近隣店舗への異動を行

います。 

撤退時 発生無し 

④店舗閉鎖に伴う環境悪

化の防止 

・後継店を確保するか自社による業態変更

を行います。 

撤退時 発生無し 

⑤その他核テナント撤退

等の対策 

・代替テナントを誘致するか自社にて業態

変更を行います。（ドラッグ・レンタル・

リサイクル等） 

撤退時 発生無し 

⑥景観形成、街並みづくり

への配慮、景観協定など

地区の景観形成の取組

に対する協力 

・景観法および半田市ふるさと景観条例を

遵守します。 

毎日 毎日 

注１ 「項目」の欄、「細目」の欄及び「地域貢献活動の内容」の欄は、地域貢献計画書に記載

したものと同様に記載すること。 

注２ 「実施時期」の欄及び「実施回数等」の欄は、具体的に記載すること。補足事項は「実施

回数等」の欄に記載すること。 

注３ 実施予定のあった地域貢献活動で、実施しなかったものについては、「実施時期」の欄に

「未実施」と記載すること。 

 

４ 重点的に実施した地域貢献活動の内容の詳細 

「商品を購入いただいたお客さまに最後まで安心してご使用いただくことが小売業の務め」と

いう考えのもと、安全安心な製品及びサービスの提供をすることで地域社会に貢献。 

 

注 重点的に実施した地域貢献活動の内容について、その詳細を記載すること。地域貢献活動の

状況が分かる写真、参考資料等があれば適宜添付すること。 

地域貢献 

担当窓口 

担当部署名 上新電機株式会社 開発部 

電   話 ０６－６６３１－１１２５ 

Ｆ Ａ Ｘ ０６－６６４４－３６２６ 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 


